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１.はじめに 

 岩手県立大学は、1998年に開学した大学であり、

人間力、応用力、実践力、地域力、国際力 1）を身

につけることを目標に、今年で 18 年を迎える地

域に根ざした大学である。 

 アメリカのグローバル経済期の教育改革を受

けて 2）2000年には、「教育改革国民会議教育を考

える 17の提案」で教員の免許更新制度、人事考課

制度など教員への「評価」が明確に打ち出され 3）

公立大学で発足した当大学も競争原理に基づき、

2005年度に独立行政法人となり、大学の理念、カ

リキュラム理念、学生評価、教員評価を含めた大

学評価機構の評価が必須となる。大学の必要性を

高めるために、長中期計画の立案とカリキュラム

の適正化、授業の質の向上を目指し、入学中には、

授業評価、卒業時評価など学生の授業に関する評

価を行うとともに、就職率や就職企業側の学生評

価など外部評価を組み入れた大学評価が行われ

ている 4）。 

 一方学部は、「人間の尊厳と福祉社会への貢

献」5）を基本理念とし、人間の尊厳に対する深い

理解にたち、現実的な問題解決に結びつけられ

るように、高度な専門的学識・技術の修得と、

それを統合する学際的教養の涵養を目指し、教

育が行われている 

 介護福祉士課程は、大学の開学当初より開講

され、200名を超える卒業生と資格取得者を輩出

している。しかし、3年前にこのような流れの中

で、学生の募集停止が決定し、本年度末をもっ

て、介護福祉士養成課程が廃止に至ることを受

け、本調査にて 4年制大学介護福祉士養成教育

の意義を考える契機としたのである。 

2.研究目的・意義 

 介護福祉士は、少子高齢化社会のケアを支え

る国家資格として「社会福祉士及び介護福祉士

法」により、昭和 62年に制定した。 

 国家試験の資格要件は、法律が成立した当初

は、業務経験 3年以上のホームヘルパー・福祉

施設職員のための受験資格でありその他は、専

門学校・短大・大学にある養成施設を卒業すれ

ば国家資格が授与されることもあり開講当初は

どこの学校も定員が満たされていた。 

また、家事と介護に関わり、領域を超えた資

格として介護福祉士資格発足時には、周辺職種

からの大きな反対もあり、スタートは順調とは

いえない状況にあったものの現在では、資格取

得者数は、100万以上の資格取得者から構成さ

れ、国家試験合格者と養成校卒業者による介護

福祉士資格登録者数は、平成 28年 2月現在で、

14万人に迫る職能集団を形成している。 

介護福祉士養成教育は、30年を経過し「社会

福祉法の一部を改正する法律案」が平成 28年 4

月 1日に制定し、平成 29年 4月 1日より、実務

者への養成教育の義務化とすべての養成校卒業

者に国家試験の義務化が決定した。 

これまでの教育経過を振り返ると、養成校の

指定時間数とカリキュラムは、大きく変遷し開

始当初は、1500時間に始まり、2000年には 1650

時間に改正され、2007年（平成 19）年には、

1800時間に改められ、介護の定義も「入浴、排 



せつ、食事その他の介護」から「心身の状況に

応じた介護」に変わり、生活環境や価値観から

くる生活ニーズが根拠になる。余田（2011）6）そ

して、医療的ケア（2011年）が入り 1850時間以

上となり、福祉と医療両方の観点から授業を展

開する必要性が生じている。 

このように、理解すべき要点や時間数は定め

られているものの、教育内容については、それ

ぞれに設置された養成校の独自性が認められ、

各校によって教授する内容には大きな違いが認

められる。また、授業を受ける学生のレデイネ

スにより、同じ教育を受けてもその結果には違

いがでるものと思われる。 

井上（2008）7）は、4年制大学の社会的意義と

して、介護福祉士養成教育のみに終わらず、「教

養教育」が対人援助の基礎を作り、主体的行

動、創造性などを生み、社会的評価を高め、さ

らに、リーダー力や研究力を生むと述べてい

る。 

本論文では、4年制大学を卒業した学生が学士

教育をどのように評価しているか、介護福祉士

課程に学んだことをどう生かしているか、そし

てこれから未来にどう活かすかのかを過去、現

在、未来の視点から卒業生の思いを実証的に明

らかにすることを目的にするものである。 

 また、4年制大学の介護福祉士養成教育の評価

に関する論文数は以下のような検索結（CINII）

であり、藤原（2013）8）、豊田（2008）9）、伊藤

（2007）10）、三好・石川（2013）11）、櫻井

（2007）12）、大沼（2003）13）、藤田（2000）14）

と 7件のみで、その大半が、文献研究や対象者

を教員・在学学生にしているものが多く、卒業

生を対象に調査をしている大沼も専門学校の卒

業生が対象である。4年制大学卒業生の経年的変

化を問う論文はなく、この研究は大きな意義が

ある。 

3.研究方法 

（1）質問紙作成にあたって 

（ｐ99-102の質問紙参照） 

1）質問紙作成にかかる考え方 

質問紙作成時、卒後学生の評価については、

研究会メンバー同士の議論が交わされたが以下

の理由により、卒後はさまざまな分野に就職し

た学生に介護福祉士としての専門分野だけの質

問を検討しても、卒業生の全体像が把握できな

いこと、さらに卒業生が答えやすいように考

え、4年生大学卒業者の学士力とは何かに注目し

た質問をつくること、同時に介護福祉士課程で

の学びが卒後どのように生かされているかを質

問の基盤とした質問紙を作成した。 

2）質問紙の内容 

①学士力について 

学士力について文部科学省高等教育局大学振

興課「大学教員の教育活動に関する実態調査」

（2015）参考に 10項目からなる質問紙を作成

し、「かなり当てはまる」から「全く当てはまら

ない」まで 4件法で作成した。設問は、「専攻分

野における知識を修得した」「研究を行う力を修

得した」「専門性を社会で活用する力を修得し

た」 

「教養を修得した」「基本的な学力を修得した」

「コミュニケーションスキルを修得した」「自ら

の新たな課題を解決する能力を修得した」「語学

力を修得した」「異文化に対する理解を修得し

た」の 10項目を選定した。 

 ②卒業後に仕事を通して獲得したと考える能

力について 

 介護福祉士養成大学連絡協議会「介護福祉士

養成教育について第 1法」（2014）を参考に、13

項目からなる設問を検討し、設問ごとに「非常

に優れている」から「優れていない」まで 4件

法での回答を求めた。 

質問内容は、「マネジメント能力」「人事能力」

「リーダーシップ能力」「相談能力」「教育力」

「経営力」「協働力」「探求力」「指導力」「時間管理能

力」「仕事調整力」「課題発見力」「倫理力」の 13項目か

らなる。 

3）属性に関する質問（単一選択） 

①所属先： 福祉・医療・教育・一般（企業等）・

未所属 



②所属機関の種別： 国公立 法人 会社 そ

の他 

③仕事内容： 事務職・営業職・相談職・介護

職・教育職・ 医療職・経営職・その他 

 ④性別 男性 女性 

⑤年齢（記述式） 

雇用形態等 常勤 非常勤 

⑥勤務地域 

北海道・東北・関東・東海北陸・関西・中国四

国・九州沖縄 

 ⑦取得学位 ：学士・修士・博士 

 ⑧取得資格 ：社会福祉士・精神保健福祉

士・介護福祉士・介護支援専門員・教員・言語

聴覚士・理学療法士・作業療法士・看護師・そ

の他（複数回答可） 

 ⑨最も生かしている資格 ：社会福祉士・精

神保健福祉士・介護福祉士・介護支援専門員・

教員・言語聴覚士・理学療法士・作業療法士・

看護師・その他 

4）自由記述 

①卒業生の将来像や社会貢献、資格取得により

役立っていること等 

 ②変遷の歴史 

  転職の時期、理由 

回答時間は、負担の少ない 20分以内とし、い

つでも回答の放棄が可能であることを記載し

た。 

（2）調査期間・対象・研究倫理・分析方法 

 1）調査期間 

 2016年 8月 1日から 8月 31日 

 2）調査対象者と依頼方法 

  本研究開始にあたり、個人情報の保護の観点

から学部長の許可を得たのちに、6 月に研究計画

を立案し研究倫理委員会に提出した。その結果 7

月に倫理審査「非該当」との回答を得た。 

その後、連絡がとりやすい卒業生を代表にし、

研究の経緯について電話やメールで説明し、事前

の了解を得た。 

 郵送による自記式調査が基本として、メールで

の返信が可能だと答えた卒業生にはメール添

付での回答を求めた。 

 3）対象   

  事前に調査標の送付の理解が得られた第 1期

生から第 15 期生までの協力が得られた卒業生

全員 165人に質問紙を送付した。 

4）研究倫理 

 個人情報保護の観点から、大学倫理委員会の

承認を得て卒業生住所の公開を得て送付に関わ

る特定職員のみで作業し送付事務に当るものと

し、送付に関わって作成した名簿は、カギのか

かる書庫に必要な期間は保管するが、その後研

究目的を達成した後は、シュレッターにかけて

適切に処分する。 

 質問紙への回答は、調査に同意を得た卒業

生とするが、調査途中でも放棄できる旨を記

述した。 質問紙表は、無記名とし、特定の

個人情報の漏洩に努め質問紙への回答は、調

査に同意を得た卒業生とするが、調査途中で

も放棄できる旨を記述した。調査内容は、統

計的に処理し、個人の不利益がないように、

記銘した。 

報告書や論文を発表する際にも、回答者の同

意場合によっては、研究倫理委員会の同意を

得るものとする。 

5）分析方法 

記述統計法により度数、割合を表示する。 

属性と学士能力、4年制大学卒業の介護福祉士

資格者が保有していてほしい能力をクロス表に

作成し、属性間の比較をする。職場就労後の経

年変化を 3年後ごとに比較する。 

4.結果 

 了解を得て質問紙を送付した卒業生 165名

中、105名から回答があり、回収率は、63.6％で

あった。 

 以下に、項目別結果を表示する。 

（1）基本属性 

基本属性は、性別で女性 95人（90.5％）.男

性 10人（9.5％）であった。年齢は、25歳未満

19人（18.1％）、25-30歳未満 29人（27.6％）、

30-35歳未満 37人（35.2％）、35-40歳未満 19



人（18.1％）となり、30歳前半の回答者が多か

った。勤務形態では、常勤 98人（93.3％）、非

常勤 3人（2.9％）常勤勤務者が多いが、非常勤

勤務者の選択については、育児・結婚などによ

る働き方への自己選択要因によるものと勤務先

での採用形態によるもの（外部選択要因）に分

かれていた。 

 所属機関は、福祉機関が 56人（53.3％）、医

療機関 21人（20％）教育機関 4人（3.8％）一

般機関 18人（17.1％）であり、福祉・医療機関

勤務者が全体の 77人（73.3％）を占めた。回答

者 105名中子育て等による未所属者は 4人

（3.8％）であった。 

 仕事の内容は、相談職 45人（42.9％）、介護

職 29人（27.6％）事務職 9人（8.6％）、教育職

3人（2.9％）、営業職・経営職各 2人（1.9％）

であり、介護職で働く卒業生は 3割未満であっ

た。 

 現在もっとも職場で活用している資格は、社

会福祉士 43人（41％）介護福祉士 34人

（32.4％）精神保健福祉士 9人（8.6％）介護支

援専門員 6人（5.7％）であり、仕事内容では相

談業務に従事する傾向が高いが、介護福祉士と

介護支援専門員の合計は、40人（38％）となり

介護に関連した職場に就労していた。 

勤務地域は、東北 79人（75.2％）、関東 12人

（11.4％）、東海・北陸 7人（6.7％）、中国・四

国 1人（1％）、九州・四国 1人（1％）から構成

され、入学者は、日本全国から来ているが、東

北地域に残り地元で就労する卒業生が高い傾向

が見られた。 

卒業後の学位修得としては、7名（6.7％）の

卒業生が修士を持っていた。所属する学会は重

複含むと職能団体・ソーシャルワーク系 11人

（10.4％）、高齢者・医療・認知症・精神等に関

する学会 8人（7.6％）である。学会発表、著作

物は、回答ありが 3冊だが、研究機関に勤務す

る職員が多いことから、回答以上の成果がある

と思われる。 

（2）学士教育と介護福祉士教育への自己評価 

1）学士教育に関する設問 

 「専攻する学問分野における知識を修得し

た」では「かなり当てはまる」が 74人

（70.5％）を占めた。機関別では教育機関 3人

（75％）、一般機関 13人（72.2％）、福祉機関 39

人（69.6％）、性別は男性 9人（90％）、女性 65

人（68.4％）で男性が 20ポイント以上高くなっ

た。また、資格では「やや当てはめる」以上が

「介護支援専門員」5人（83.3％）に継ぎ、「介

護福祉士」25人（73.5％）と介護系の意識が高

い結果を得た。 

「研究を行う方法を習得した」については、全

体で「やや当てはまる」以上と回答した者の割

合は 64人（65％）を超え、教育機関が 3人

（75％）、福祉機関 38人（67.8％）、一般機関 9

人（50％）の順になる。資格では、「介護福祉

士」27人（79.4％）が最も高く、「精神保健福祉

士」6人（66.7％）、「介護支援専門員」3人

（50％）次に続いた。「社会で活用する力」は、

「かなりか当てはまる」は教育機関が 2人

（50％）と最も多く、「やや当てはまる」では医

療機関が 14人（66.7％）、福祉機関は、「かな

り」と「やや」併せて 44人（88、6％）とトッ

プである。資格では、社会福祉士 35人

（81.4％）と最も多く、介護福祉士が「かな

り」と「やや」併せて 27人（79.4％）とつい

だ。「教養を修得した」全体で「かなり」

（27.6％）「やや」（58.1％）一般機関 15人、福

祉機関 49人、教育機関 4人で「かなり」と「や

や」あわせて 8割以上であったのに対し、医療

機関に勤める卒業生の意識は 16人（76.2％）と

低い傾向であった。「基礎的な学力を修得した」

は、全体で「かなり」（30.5％）で「やや」

（53.3％）教育機関では、「かなり」「やや」併

せて 4人（100％）である。「コミュニケーショ

スキル」は全体で「かなり」（33.3％）で「や

や」（47.6％）である。学問門分野に続き、「か

なり当てはまる」の割合が高いことが分かつ

た。教育機関では、「かなり」「やや」併せて 4

人（100％）に対し、医療機関では 13人



（61.9％）差が見られた。「課題解決能力」は、

全体で「かなり」17人（16.2％）で「やや」61

人（58.1％）である。「やや」以上が一般機関 13

人と福祉機関 41人 70％以上に対し、医療機関は

14人（66.7％）で、教育機関は 4（100％）とこ

こでも差がみられた。「語学力」については全体

で「やや当てはまる」が最も多く 22人（21％）

であり、総じて低い結果であった。「異文化理

解」については、全体で「かなり」が 2人

（1.9％）と低い傾向を示した。異文化理解で

は、福祉機関が「やや」以上が 15人（26.8％）

と他機関と比較し高い傾向が見られた。語学力

と異文化理解をもっとも活かしている資格で比

較すると介護支援専門員は「語学力」で 2人

（33.3％）継いで介護福祉士が「語学力」8人

（23.5％）だった。「異文化理解」では「介護支

援専門員」を活かす 3人（50％）「精神保健福祉

士」を活かす 3人（33.3％）についで「介護福

祉士」は 10人（29.4％）と続いた。「異文化」

では、介護支援専門員 3人（50％）、精神保健福

祉士 3人（33.3％）に続いた。「自己管理能力」

は全体で「かなり」11人（10.5％）、「やや」64

人（61％）で医療機関は「やや以上」12人

（57.1％）と低い傾向がみられた、それに対し

「教育機関」は「やや以上」が 4人（100％）を

占めていた。 

 2）介護福祉士として期待された能力に関する

自己評価  

「マネジメント能力」は、「やや優れている」以

上が全体の 31人（29.6％）で資格別では「非

常」には、介護福祉士が 1人（2.9％）と最も

多く、社会福祉士が「やや」以上では 15人

（34.9％）と自己評価が高い傾向を示し、次

に介護支援専門員の 2人（33.3％）であっ

た。年齢では、「やや優れている」以上は 35

歳-30歳 16人（43.2％）であった。 

「人事能力」の全体では、「非常に」1人

（1％）で「やや」8人（7.6％）と低い傾向を

示した。年齢では、30歳未満から 25歳 5名 

（17.2％）であった。 

「リーダーシップ能力」は全体「やや優れて

いる」が 27人（25.7％）で「やや優れてい

る」と回答した介護福祉士は、11人

（32.4％）と高い傾向を示した。年齢では

「やや」以上 11人（37.9％）30歳未満から

25歳までの区分にある人の自己評価が高い傾

向をしめした。 

「相談能力」は全体で「非常に」6人

（5.7％）「やや」52人（49.5％）、介護福祉士

の「非常に」の割合は 3人（8.8％）を示し

た。「一般機関」では「非常」「やや」以上を

合わせて 13人（72.3％）、福祉機関 26人

（46.5％）、教育機関 2人（50％）と一般機関

の 7割に比較し低い傾向が見られた。「教育

力」は、全体の「やや優れている」は 22人

（21％）と全体に低い傾向が見られた。「経営

力」は全体で「やや」は、（1.9％）と全体に

低い傾向が見られた。「協働力」は全体の「非

常に」17人（16.2％）で、「やや」63人

（64.8％）医療機関が「非常に」「やや」併せ

ても 15人（71.4％）に対し、一般 16人・福

祉機関 46人はいずれも 80％を超えていた。介

護福祉士を活かすものは、「やや」以上で 27

人（79.4％）であった。「探求力」の全体で

「非常に」は 3人（2.9％）、「やや」は 63人

（60％）資格では、「非常に」「やや」以上合

わせて「社会福祉士を活かす」が 31人

（72.1％）であった。年齢では、30-35歳 26

人（70.3％）が「やや優れている」に回答し

ていた。 

「指導力」は全体で「やや」は 15人（14.3％）

と総じて低い傾向の中にあって介護福祉士 7人

（20.6％）と「やや」の半数であった。「時間管

理能力」は全体では「非常にすぐれている」7人

（6.7％）「やや」44人（41.9％）で、介護支援

専門員同様、介護福祉士は、「非常に」「やや優

れている」以上が 50％と高い傾向が見られた。

「時間管理能力」を年代別に見ると、25歳未満

が 11人（57.9％）であった。「仕事の調整能

力」は全体で「非常に」5人（4.8％）で「や



や」が 55人（52.4％）で、「やや」以上の資格

では「介護支援専門員」5人（83.3％）であっ

た、つぎに「介護福祉士」21人（61.3％）であ

った。「課題発見力」では、全体では「非常に」

が 2人（1.9％）、「やや」52人（49.5％）「介護

支援専門員」が「やや」以上 5人（83.3％）、社

会福祉士 24人（66.8％）であった。「倫理力」

は全体で「非常に」12人（11.4％）「やや」64

（61％）となり、「やや」以上では、一般企業 14

人（78.4％）、福祉機関 41人（73.2％）、医療機

関 14人（66.7％）の順であった。年齢では、

35-40歳未満 15人（78.9％）が優れていると回

答していた。 

（3）卒業後の経年変化 

 転職の状況、1回目の転職有 64人（61％）、無

41人（41％）で、転職時期は、3年目が 50％を

占めた。平均値は、3.8年である（注：転職の中

には職場内移動を含むため、最初の職場を退職

した人数だけではない）2回目の転職有が 41人

（41％）、無 64人（61％）で、6-7年目の転職が

（31.7％）を占めた。転職年目の平均値は、6.2

年となった。3回目の転職有 23人（21.9％）で

9年目の転職者は 30.4％であった。4回目の転職

者は 6人（5.7％）と年代を経て転職者の数は減

少していた。 

5.分析 

 （1）学士力について 

 回答の割合が高い順に比較すると、「専攻する

学問分野の知識修得」「教養の修得」「基本的な

学力」「コミュニケーションスキル」「専門性を

社会等で活動する力」「自らの新たな課題を解決

する力」が上げられる。 

「基本的な学力」「コミュニケーションスキル」

で「教養」では「教育機関」が「やや」以上で 4

人（100％）に対し、「基礎的な学力」では「一

般機関」が 11人（61.1％）と低い傾向が見られ

た。「コミュニケーションスキル」では、他の機

関に比較して、「医療機関」18人（61.9％）と低

い傾向が見られた。このことは、「医療機関」の

低さは医療に関する知識や経験等の課題があげ

られる。 

（2）卒業後獲得した能力・期待する能力 

4年制大学の社会的意義を、井上 7）は、「教養

教育」が対人援助の基礎を作り、主体的行動、

創造性などを生み、リーダー力や研究力を生む

と述べており、高い数値を予測していたが、「学

士力」に比較して回答割合が低くかった。全体

では、「やや」以上が、「協働力」で 85人

（80.9％）「倫理力」76人（72.3％）「探求力」

68人（64.7％）の順になり、実行に移すときの

判断力や協働的視点に評価が集まる傾向にあっ

た。現役介護福祉士の自己評価が高いのは「協

働力」80％「倫理力」72.4％「探求力」62.9％

と全体同様に高いものもあるが、他資格に比較

して高いものは、「仕事調整力」21人（61.8％）

「時間管理能力」17人（50％）「リーダーシップ

力」11人（32.4％）「指導力」7人（20％）の順

である。現役社会福祉士の評価が高いものに

は、「協働力」34人（79.1％）、「探究力」31人

（72％）「相談能力」27人（62.3％）「マネジメ

ント能力」15人（34.9％）と現職業に関連して

いるものが高い傾向を示した。現役介護支援専

門員では「仕事調整力」5人（83.3％）「課題発

見力」5人（83.3％）と仕事に関連した項目が高

い傾向を示した。年齢別では、「倫理力」35-40

歳 15人（78.9％）と年齢が上がるほど割合が増

える傾向にあったのに対し、「仕事調整力」は

30-35歳未満が 23人（62.1％）であった。「時間

管理能力」は、11人（57.8％）と 25歳未満の就

職間もない卒業生が高い傾向を示した。調査対

象が 40歳未満とのことから、今後、学びや経験

を積むことで高い評価が期待される。 

（3）離職状況 

  4年制大学卒業者の離職は多くはないと予測

していたが、内的理由、外的理由に関わらず多

いという印象を受ける。3回以上職場が変わる

と、自己評価が高い卒業生もいるが低い卒業生

もいて、転職は、成長機会と捉えたものとそれ

以外ではその後の人生に影響があるという印象

をもった。 



（4）自由記述から見た先行文献との比較 

本調査では、介護福祉士が長期間離職せずに

働くことができるような対策は何かを自由記述

で問うたところ、①〈理論〉「介護技術・知識の

エビデンス」②〈環境改善〉「介護職をサポート

する環境」③〈啓発〉「福祉の理解者を増やす」

理論・環境改善・啓発事業と改善点が 3つあげ

られた。この点については、大沼 13）が、環境改

善運動をあげていたのに対し、着眼点が増えて

いた。 

4年制大学における介護福祉士養成に関する自

由記述では、「根拠に基づいた実践力」、「アセス

メント能力の高さ」、「良好な関係作り」を力に

したと述べた傾向が高いと分析した。 

また、転職は、他の調査と同様に同一事業所

を含めて多いが、就労先が変わらない卒業生も

30%程度存在することになる。転職もキャリアア

ップを図る「積極的な転職」と現状からの退避

的な意味合いを持つ「消極的な転職」があり、 

一般的に論じられる意味での「消極的転職」よ

りは、成長に向けた「経験をしたい」「知識を増

やし成長に向けた「経験をしたい」「知識を増や

したい」という意味での転職感が高いように考

えられる。 
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